
意見書案第２号 

後期高齢者の医療費窓口負担増の中止を求める意見書 

上記事項に関し、別紙のとおり意見書を提出することについて議会の議決を

求める。 
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  賛 成 者     〃      田 口 澄 雄 



後期高齢者の医療費窓口負担増の中止を求める意見書 

７５歳以上の高齢者は病気やけがをする事が多く、複数の医療機関を受診す

ることや治療が長期になることが多々あります。また、高齢者の生活状況は、

収入の柱である年金も法改正で度々減少したことで、預貯金を取り崩して生活

しているのが実情です。生活費補填のために働いておられる高齢者の方も多く

います。 

そんな中、厚労省社会保障審議会の最終答申で、「現役世代への給付が少な

く、給付は高齢者中心、負担は現役世代中心という社会保障の構造を見直す」

と提言し、早速、菅首相は７５歳以上の医療費窓口負担の引き上げについては、

昨年１２月の国会閉会後、政権与党のトップ会談で単身年収２００万円以上（新

たな対象者約３７０万人）の方を２割へ引き上げることで最終合意し、その後

閣議決定を行いました。高齢者の負担増を前提に、社会保障費抑制と現役世代

の負担軽減を口実にして議論されたものです。しかし、厚労省社会保障審議会

の資料では、２割負担導入の際、高齢者１人あたりの平均窓口一部負担額は、

外来・入院合わせて年間３.４万円も増えることになりますが、現役世代の負担

抑制効果は１人あたりの年８００円程度にしかならないことを示しており、「現

役世代の負担軽減」という理屈は極めて疑問です。しかも、高齢者親族の生計

を支える世代、さらに育児と介護を同時に担うダブルケア世帯も増えており、

こうした現役世代は逆に経済的に追い詰めてしまうことになります。現役世代

への給付が少ないのは、不十分な児童手当や十分に提供されていない保育所サ

ービスなどに目を向けてこなかった政府の責任です。高齢者の給付を増やすこ

とが解決の道ではありません。 

さらに、いま新型コロナウイルス感染症により、国民の生活や暮らしのあり

方が一変しました。倒産や事業縮小が進み、非正規労働者の解雇・雇い止めが

増えるなど、かつてない状況が拡がっています。そんな中、第３波と言われる

感染拡大は、感染者数・重症者数とも過去最高を更新し続け、死亡者数も増加

し続けています。特に基礎疾患を抱える高齢者は、重症者率と死亡率が高くな

っており、不安が増しています。このような時期に医療費負担を増やすことは、

より一層、医療機関の受診控えが増加し、必要な時に医療が受けられなくなり、

高齢者の命と生活に重大な問題を引き起こすことになりかねません。 

人道的な立場で以下の項目について要望いたします。 

記 

１．後期高齢者の医療費窓口負担の２割化を中止すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により提出いたします。 
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